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(注) 1.ＤＩ(ディフュージョン・インデックス：Diffusion Index)の算出方法 

景況調査では、景況等に対する 5段階の判断に、それぞれ下表の点数を与えて、これらを各回答

区分の構成比(％)に乗じてＤＩを算出し、結果を掲載している。 
 

評価 ｢良い｣等 ｢やや良い｣等 ｢普通｣等 ｢やや悪い｣等 ｢悪い｣等 

点数 ＋1.0 ＋0.5 0.0 －0.5 －1.0 

 

2.図表の表記について 

各図表では、回答者数を｢ｎ｣として表示している。集計では、小数点第 2位を四捨五入している

ため、数値の合計が 100％にならない場合がある。 
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１．調査の概要 

(１) 調査目的 

市内の経済動向、市内事業者の経営実態、事業活動上の問題・課題等を把握し、適切かつ効果的な

産業振興施策を推進する基礎資料として活用することを目的とする。 

 

(２) 調査方法：アンケート調査 

市内の 2,000 事業所(建設業･製造業 500、商業･サービス業 1,200、農業 300)に対して、調査票(｢建

設業･製造業調査｣｢商業･サービス業調査｣｢農家･農業経営体調査｣)を郵送で送付。郵送、ＦＡＸ、メ

ールのいずれかの方法により回収。 

 

(３) 調査内容 

経営動向や景気見通しに関する｢景況･経営動向｣、及び本市の地域産業振興にかかる問題・事柄等

を尋ねている。なお、｢景況･経営動向｣は、以下の項目で、｢建設業･製造業調査｣｢商業･サービス業調

査｣では実績(前期＝平成 30 年 7～9 月期、今期＝同年 10～12 月期)と見通し(来期＝平成 31 年 1～3

月期、来々期＝同年 4～6月期)について、また｢農家･農業経営体調査｣では実績(平成 29 年度)と見通

し(平成 30 年度)について、それぞれの判断を尋ねている。なお、｢建設業･製造業調査｣｢商業･サービ

ス業調査｣は、8月調査に続き、平成 30 年度 2回目の実施である。 

 

【｢建設業･製造業調査｣｢商業･サービス業調査｣】 

①景況、②売上高、③経常利益、④設備投資、⑤販売数量、⑥販売単価、⑦仕入価格(単価)、

⑧製(商)品在庫水準、⑨資金繰り、⑩雇用人員 

【農家･農業経営体調査】 

①売上高、②生産コスト、③販売単価、④農業収支、⑤資金繰り、⑥設備投資、⑦雇用状況、

⑧出荷･販売先、⑨経営耕地面積、⑩景況 

 

(４) 調査実施期間：平成 30 年 12 月 12 日(水)～平成 31 年 1 月 18 日(金) 

 

(５) 回収状況：回収総数 566 事業所、回収率 28.3％ 

 

調査票区分 業種 設定数 回収数 回収率(%) 

全 体  2,000 566 28.3 

Ａ．建設業・製造業調査 建設業 240 80 33.3 

 製造業 260 78 30.0 

Ａ．小計  500 158 31.6 

Ｂ．商業･サービス業調査 卸売業 240 57  23.8 

 小売業 240 69  28.8 

 飲食サービス業 240 42  17.5 

 不動産業 240 63  26.3 

 サービス業 240 69  28.8 

Ｂ．小計  1,200 300 25.0 

Ｃ．農家･農業経営体調査  300 108 36.0 
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２．景況・経営動向調査の結果 【建設業・製造業調査】【商業・サービス業調査】 

(１) 項目ごとの概況(天気図)  

市内事業者の景況･経営動向のＤＩ値

を右の基準に則り天気図で表すと下表

のようにまとめられる。 

8 月調査に続き、雇用人員を除く 9項目で実績、見通しの全期間マイナス値で、景況など 5項目は

2桁のマイナスと悪い水準で推移。このうち、売上高など 6項目は今期にかけて緩やかな上昇、回復

も、来期以降の見通しは悪化が見込まれる。また、来期にかけて、在庫水準は緩やかな回復を見通し、

販売単価と仕入価格(単価)は横ばい基調が見通される。  
 

  実績 見通し 

  前期 今期 来期 来々期 

  
Ｈ30 年 

7～9 月期 
 

10～12 月期 
Ｈ31 年 

1～3 月期 
 

4～6 月期 

(１)景況 

    

▲ 18.5 ▲ 16.7 ▲ 20.6 ▲ 22.3 

(２)売上高 

    

▲ 17.7 ▲ 12.8 ▲ 16.1 ▲ 18.7 

(３)経常利益 

    

▲ 21.0 ▲ 19.2 ▲ 20.4 ▲ 21.8 

(４)設備投資 

     

▲ 5.0 ▲ 3.3 ▲ 5.2 ▲ 7.5 

(５)販売数量 

    

▲ 19.9 ▲ 14.4 ▲ 17.8 ▲ 19.8 

(６)販売単価 

    

▲ 5.4 ▲ 5.9 ▲ 6.4 ▲ 6.3 

(７)仕入価格(単価) 

    

▲ 18.9 ▲ 18.2 ▲ 18.5 ▲ 19.0 

(８)在庫水準 

    

▲ 4.2 ▲ 3.4 ▲ 1.1 ▲ 1.9 

(９)資金繰り 

  
 

 

▲ 11.7 ▲ 9.5 ▲ 11.8 ▲ 11.5 

(10)雇用人員 

    

17.9 19.2 18.8 17.6 

(注)｢在庫水準｣｢雇用人員｣のＤＩ値は｢不足｣をプラス、｢過剰｣をマイナスとして算出している。 
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(２) 今期の業種別天気図 

今期の業種別の実績(農業を除く)を眺めると、建設業が好調となる一方で、8 月調査と同様に、小

売業、飲食サービス業の悪さが他業種に比べて目立つ。設備投資は、飲食サービス業、サービス業･

その他、観光業でプラス値となり、雇用人員は、8月調査に続き、各業種がプラス値で人手不足の状

態が続く。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1.全体(農業を除く)は平成30年10～12月期実績。なお、農業(農家･農業経営体調査)は平成30年(1月～12月)見通し。 

2.観光業：｢過去1年間の売上に占める観光関連の売上の割合｣を尋ねた質問で“０％超”と回答した事業者を対象とし

ている(０％と回答、または無回答の事業者を除く)。 

3. [ ]に記載のない設問項目は全業種共通。[ ]内は農業(農家･農業経営体調査)での項目。また、｢在庫水準｣は｢建

設業･製造業調査｣｢商業･サービス業調査｣のみ、｢経営耕地面積｣は農業(農家･農業経営体調査)のみの設問。 

4.｢在庫水準｣｢雇用人員(農業従事者数)｣のＤＩ値は｢不足｣をプラス、｢過剰｣をマイナスとして算出している。 
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(３) 項目別ＤＩ値の推移 

景況は、前期が▲18.5 で悪化基調にあったが、今期▲16.7 は若干持ち直している。しかしながら、

来期▲20.6、来々期▲22.3 と再びマイナス値が拡大、悪化を見通す(図表１)。 

売上高は、前期の▲17.7 を底に今期は▲12.8 へと回復を見せるも、来期▲16.1、来々期▲18.7 と再

び下降を予想する(図表１)。なお、今期、売上高の増加した事業者の理由は｢需要(消費)の影響｣が

46.0％で最も多く、｢経営･販売戦略の影響｣が 35.0％と続く。反対に、減少事業者の理由は｢需要(消

費)の影響｣が 59.1％で最も多く、これに次ぐ｢競合他社の影響｣の 23.9％を大きく上回る(図表２)。 

経常利益は、緩やかな下降から前期は▲21.0 とほぼ横ばいであったが、今期は▲19.2 へと僅かに上

昇し、来期▲20.4、来々期▲21.8 と再び緩やかな下降を見通す(図表１)。今期の経常利益の増加･減少

事業者の要因は、いずれも｢販売数量要因｣(63.2％、57.3％)を最も多くあげる(図表２)。 

設備投資は、前期▲5.0、今期▲3.3 と緩やかな回復が続いたが、来期▲5.2、来々期▲7.5 と再び後

退が見通される(以下、図表１)。 

販売数量は、前期の▲19.9 までマイナス値の拡大が続いたが、今期は▲14.4 へと上昇、改善した。

来期▲17.8、来々期▲19.8 と再び悪化が見込まれる。販売単価は、今期▲5.9 で若干の改善がみられ

た前期▲5.4 からほぼ横ばい、先行きは来期▲6.4、来々期▲6.3 とほぼ横ばい弱含みで見通される。 

仕入価格(単価)は、前期▲18.9、今期▲18.2 と横ばい基調、来期▲18.5、来々期▲19.0 にかけては

ほぼ横ばい弱含みと緩やかな価格上昇を見込む。資金繰りは、前期の▲11.7 を底に今期は▲9.5 に一

旦回復し、来期▲11.8 と若干後退して、来々期にかけてほぼ横ばいで見込まれる。 

また、｢不足｣をプラス、｢過剰｣をマイナスとして算出する在庫水準と雇用人員では、在庫水準は実績、

見通しともマイナス値は指標の中では小さく、前期の▲4.2 を底に今期▲3.4、来期▲1.1 と持ち直し

基調にあり、他方で、雇用人員は、前期 17.9 まではほぼ横ばい、今期 19.2 に小幅上昇、来期は 18.8

と横ばい水準となって人手不足状態はピークを迎え、来々期は 17.6 で小幅な下降を示す。 

 

図表 1 項目別ＤＩ値の推移            図表 2 売上高と経常利益の増減要因 
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【業種別の景況】 

建設業を除く全業種が、実績(前期･今期)、見通し(来期･来々期)の全期間を通してマイナス値で、特

に小売業のマイナス値は▲35 前後で推移し、景況の悪さは顕著である。 

建設業は、前期▲13.1 から今期は 2.5 とプラスに転換、来期も 5.7 と改善が続き、来々期は▲2.6 で

若干のマイナスが見通される。飲食サービス業は、前期の▲32.9 を底に今期▲28.0 に持ち直し、来期

▲29.3 へと若干後退、来々期は▲26.3 へと改善を見通す。サービス業･その他は、前期▲14.5、今期

▲12.5 と小幅改善も、来期▲21.3、来々期▲22.7 と緩やかな悪化を見込む。残る 5業種は前期に持ち

直しのピークを迎え、今期は後退に転じ、来期以降はほぼ横ばい、または更なる悪化を見通す(図表３)。 

 

図表 3 業種別の景況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)観光業：｢過去 1 年間の売上に占める観光関連の売上の割合｣を尋ねた質問で“０％超”と回答した事業者

(０％と回答、または無回答の事業者を除く)。 

 

【規模別の景況】 

1～4 人の小規模事業者で景況の悪さが顕著で、前期▲31.2 から今期は▲26.3 と僅かに回復も、来期

は▲30.9、来々期▲33.8 と後退を見込む。5～9 人は、前期▲19.2 へと後退して以降、来期▲19.9 に

かけてほぼ横ばいで、来々期は▲21.4 で一段の悪化を見通す。10～19 人は、今期の▲4.5 が持ち直し

のピークで、来期は▲11.7 に後退、来々期は▲11.0 とほぼ横ばいとなる。また、20～29 人は、前期は

2 期連続で｢良い｣｢悪い｣のバランスする 0.0 となって、今期は▲10.7 へと大きく後退、来期▲3.6、

来々期 7.1 と急回復を見通す。比較的規模の大きい 30 人以上は、前期まで 2期連続の 0.0、今期は▲

0.7 とほぼ横ばい弱含みで、来期▲10.1、来々期▲14.7 と先行きは大きく悪化方向を示す(図表４)。 

 

図表 4 規模別の景況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30年

1～3月期 4～6月期

前期

7～9月期

今期

10～12月期

来期

31年

１～3月期

来々期

4～6月期

建設業 ▲ 4.9 ▲ 9.6 ▲ 13.1 2.5 5.7 ▲ 2.6

製造業 ▲ 7.6 ▲ 15.4 ▲ 12.2 ▲ 15.6 ▲ 21.7 ▲ 22.6

卸売業 ▲ 21.6 ▲ 25.7 ▲ 14.3 ▲ 17.0 ▲ 32.4 ▲ 32.1

小売業 ▲ 27.3 ▲ 31.5 ▲ 33.1 ▲ 35.1 ▲ 35.6 ▲ 36.4

飲食サービス業 ▲ 20.0 ▲ 15.0 ▲ 32.9 ▲ 28.0 ▲ 29.3 ▲ 26.3

不動産業 ▲ 4.0 ▲ 6.1 ▲ 16.1 ▲ 20.2 ▲ 20.2 ▲ 20.2

サービス業･その他 ▲ 12.3 ▲ 5.7 ▲ 14.5 ▲ 12.5 ▲ 21.3 ▲ 22.7

観光業（再掲） ▲ 4.8 ▲ 5.8 ▲ 4.4 ▲ 8.9 ▲ 5.3 ▲ 15.2

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

景況Ｄ Ｉ

（業種別）

30年

1～3月期 4～6月期

前期

7～9月期

今期

10～12月期

来期

31年

１～3月期

来々期

4～6月期

1～4人 ▲ 26.0 ▲ 25.1 ▲ 31.2 ▲ 26.3 ▲ 30.9 ▲ 33.8

5～9人 ▲ 12.3 ▲ 11.4 ▲ 19.2 ▲ 19.9 ▲ 19.9 ▲ 21.4

10～19人 1.1 ▲ 6.7 ▲ 7.1 ▲ 4.5 ▲ 11.7 ▲ 11.0

20～29人 ▲ 6.3 0.0 0.0 ▲ 10.7 ▲ 3.6 7.1

30人以上 16.7 0.0 0.0 ▲ 0.7 ▲ 10.1 ▲ 14.7

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

景況Ｄ Ｉ

（規模別）
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【農家・農業経営体調査】 

～ 項目ごとの概況(天気図)  

 

市内農業者の景況･経営動向のＤＩ値

を右の基準に則り天気図で表すと下表

のようにまとめられる。 

｢不足｣をプラス、｢過剰｣をマイナスと

して算出する雇用状況を除くと 9 項目

全てで、ＤＩ値は実績、見通しともにマ

イナス値となった。 

また、実績に比べると見通しの方が後

退、悪化となる項目がほとんどである。

中でも、景況、売上高、農業収支、販売

単価及び資金繰りの 5 項目は▲30 を超

える大幅なマイナス値となっている。 

一方、設備投資は、実績▲6.8 から見

通し▲2.8 に持ち直しが見込まれ、雇用

状況は、実績 20.5 から見通し 21.4 とほ

ぼ横ばい強含み、人手不足状態が続く。 

なお、回答農家の景況の判断に関する

背景や要因を自由記述式で尋ねている。 

実績に関して、[悪い][やや悪い]の理

由では、｢販売単価が下がり収入も減っ

た。お客も減った。｣｢天候不順によるも

の｣｢肥料、農薬、燃料費の値上げ｣など

があがる。[普通]は、｢台風による被害

(作物、資材)｣｢サトイモ、ジャガイモは

不作。お茶は例年通り。キウイフルーツ、

ブルーベリーも不作｣などである。[良

い][やや良い]では、｢年間を通して野菜

価格が安定していた｣があがる。 

次に、見通しで[悪い][やや悪い]と回

答した農家は、｢酷暑、大雨、台風の影

響が大きかった｣｢機材資材の値上げが

頻発し、現状の販売金額ではカバーでき

ないと思う｣などが理由である。[普通]

とした農家は、｢高齢のため、健康、天

候ともよければ現状維持｣｢去年と収穫

量、価格に大きな変化がない｣などがあ

がり、[良い][やや良い]とした農家は、

｢夏の高温、干ばつに潅水施設の充実｣を

理由としている。 
 

(注)｢生産コスト｣｢雇用状況｣のＤＩ値は
｢低下(不足)｣をプラス、｢上昇(過剰)｣
をマイナスとして算出している。 

 

Ｈ29 年実績 

(１～12 月) 

Ｈ30 年見通し 

(１～12 月) 

(１)景況   

▲ 34.1 ▲ 47.3 

(２)売上高 

(年間販売額) 

 
 

▲ 22.9 ▲ 38.4 

(３)農業収支 

 

 

▲ 23.1 ▲ 43.8 

(４)設備投資 

 
 

▲ 6.8 ▲ 2.8 

(５)出荷･販売先 

 

 

▲ 13.8 ▲ 26.1 

(６)販売単価 

 

 

▲ 7.6 ▲ 34.0 

(７)生産コスト 

  

▲ 12.4 ▲ 15.6 

(８)資金繰り 

 

 

▲ 25.3 ▲ 30.4 

(９)雇用状況 

(農業従事者数) 

 

 

20.5 21.4 

(10)経営耕地面積 

 

 

▲ 4.7 ▲ 8.7 
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３．産業振興関連設問の結果 

【建設業・製造業調査】【商業・サービス業調査】 

 

(１) 観光関連産業についての実態と意識 

① 観光関連産業の活性化による事業への影響 

市内への観光客の増加や観光関連産業の活

性化により、売上が｢かなり増加する｣と見込

む事業者は 1.5％で、｢やや増加｣(6.1％)、｢わ

ずかに増加｣(8.7％)を合計した“増加”は

16.3％と、｢減少する｣(0.4％)を大きく上回る

(図表 5)。 

業種別では、飲食サービス業で｢かなり増加｣

が 7.1％と最も多く、“増加”の合計は 4割強

(42.8％)。不動産業(20.6％)、小売業(18.7％)

がこれに次ぐ。また、観光業では“増加”はほ

ぼ 5割(49.2％)である。 

 

(注)観光業： 
｢過去 1 年間の売上に占める観光関連の売上の

割合｣を尋ねた質問で“０％超”と回答した事業
者(０％と回答、または無回答の事業者を除く)。 

 

② 観光関連売上の割合 

過去 1 年間の観光関連の売上金額の割合は、

｢0％(なし)｣(76.9％)が最も多く、無回答は 1

割(10.7％)。これらを 100％から引くと、観光

関連の売上があるのは全体の 12.4％である

(図表 6)。 

業種別では、｢0％(なし)｣は飲食サービス業

(69.0％)で最も少なく、約 2 割(19.1％)に観

光関連の売上がある。製造業では 15.4％に観

光関連の売上がある。観光業では、｢1％未満(0

ではない)｣と｢1～5％未満｣がともに 28.1％だ

が、一方で｢10％以上｣も 26.3％ある。 

 

(注)観光関連の売上金額： 
｢観光客向けの売上｣と｢観光関連事業者への

売上｣の合計。｢観光客｣とは観光・行楽を目的
とした宿泊・日帰りの旅行者・行楽客、｢観光
関連事業者｣とは観光客を意識した商品やサー
ビスの販売・提供を行っている事業者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5

0.0

2.6

0.0

1.4

7.1

1.6

0.0

7.0

6.1

7.5

2.6

0.0

7.2

14.3

9.5

4.3

21.1

8.7

5.0

7.7

5.3

10.1

21.4

9.5

7.2

21.1

69.9

77.5

78.2

78.9

69.6

42.9

57.1

72.5

47.4

0.4

0.0

0.0

1.8

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

13.3

10.0

9.0

14.0

11.6

11.9

22.2

15.9

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=345)

建設業(n=52)

製造業(n=66)

卸売業(n=37)

小売業(n=55)

飲食サービス業
(n=32)

不動産業(n=50)

サービス業・その他
(n=53)

観光業（再掲）
(n=52)

かなり増加する やや増加する わずかに増加する

変わらない 減少する 無回答

図表 5 観光客増、観光関連産業の活発化による 

    売上への影響 

76.9

72.5

75.6

82.5

78.3

69.0

87.3

72.5

3.5

5.0

2.6

4.3

2.4

7.2

28.1

3.5

3.8

2.6

1.8

5.8

7.1

4.8

0.0

28.1

2.2

2.9

7.1

17.5

3.3

2.5

0.0

7.2

26.3

10.7

13.8

9.0

12.3

8.7

11.9

6.3

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=458)

建設業(n=80)

製造業(n=78)

卸売業(n=57)

小売業(n=69)

飲食サービス業
(n=42)

不動産業(n=63)

サービス業・その他
(n=69)

観光業（再掲）
(n=57)

０％（なし） １％未満（０ではない） １～５％未満

５～１０％未満 １０％以上 無回答

図表 6 過去 1 年間の観光関連売上の割合 
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③ 観光関連事業の内容 

業種によって品目が異なるため、建設業・製造業と商業・サービス業で異なる選択肢で尋ねた。 

 

【建設業・製造業調査】 

建設業・製造業では｢観光施設等の建築工事｣

(21.7％)と｢食料品｣(21.7％)が最も多く、以

下、｢その他の建設関連事業｣｢印刷・同関連品｣

(ともに 13.0％)、｢公園・道路等の土木工事｣

｢電気・水道等の設備工事｣｢リフォーム・補修

工事｣｢木材・木製品・家具｣｢その他の製品｣(と

もに 8.7％)が続く(図表 7)。 

｢その他の建設関連事業｣としては、自由記入

欄に｢飲食店｣｢公園の緑地の維持管理｣｢通信

設備｣｢ホテルの建築｣が、｢その他の製品｣とし

ては｢洗剤｣との記載があった。 

観光関連の主な事業名、品目・品名を尋ねた

自由記入欄には、｢施設の入口の自動ドア・そ

れに付随するステンレス工事｣｢鉄道(駅)の通

信工事｣｢県営公園の指定管理を受注｣などの

工事や管理のほか、｢おろしにんにく、おろし

ショウガ｣｢所沢牛ステーキ丼・ホットドッグ

を飲食店に販売｣｢緑茶関連および喫茶｣｢醤油、

醤油加工品、漬物｣などの食品類などの回答も

みられた。また、近年オープンした｢メッツァ

(飯能ムーミンバレーパーク)｣の記載もあり、

近隣地域の観光施設が寄与している様子がう

かがえる。 

 

【商業・サービス業調査】 

商業・サービス業では｢飲食サービス｣

(26.5％)が最も多く、以下、｢地元の農産物｣

(14.7％)、｢観光特産品｣｢酒類・飲料｣(ともに

11.8％)、｢地元の特産品｣｢弁当・菓子等｣｢化粧

品・医薬品｣｢宿泊サービス｣｢娯楽サービス｣｢そ

の他のサービス｣(ともに8.8％)が続く(図表8)。 

｢その他の商品｣として、自由記入欄には｢made 

in japan のアクセサリー｣が、｢その他のサー

ビス｣としては｢レンタカー｣｢コインパーキン

グ｣｢恐竜ライブショー｣｢生演奏｣との記載があ

った。 

観光関連の主な商品・サービスとしては、｢と

こプロコーン｣｢地場野菜｣｢所沢ビール｣｢狭山

茶｣などの地元ならではの食品・飲料や、｢貸切

観光バス｣｢観光施設隣接の時間貸し駐車場｣

｢民泊｣などのサービスについての記載があっ

た。 

 

 

21.7 

21.7 

13.0 

13.0 

8.7 

8.7 

8.7 

8.7 

8.7 

4.3 

4.3 

4.3 

4.3 

0 10 20 30

観光施設等の建築工事

食料品

その他の建設関連事業

印刷・同関連品

公園・道路等の土木工事

電気・水道等の設備工事

リフォーム・補修工事

木材・木製品・家具

その他の製品

衣類・繊維製品

皮革・革製品

金属製品

無回答

(%)

(n=23）

26.5 

14.7 

11.8 

11.8 

8.8 

8.8 

8.8 

8.8 

8.8 

8.8 

5.9 

5.9 

5.9 

5.9 

2.9 

2.9 

2.9 

11.8 

0 10 20 30

飲食サービス

地元の農産物

観光土産品

酒類・飲料

地元の特産品

弁当・菓子等

化粧品・医薬品

宿泊サービス

娯楽サービス

その他のサービス

衣料品・靴

日用品

その他の商品

運輸サービス

自動車・オートバイ・自転車

生活関連サービス

保険・金融サービス

無回答

(%)

(n=34)

図表 7 観光関連の事業及び製品 

【建設業・製造業調査】（複数回答） 

※回答選択肢のみを表示 

    

図表 8 観光関連の商品及びサービス 

【商業・サービス業調査】（複数回答） 

※回答選択肢のみを表示 
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④ 観光関連商品・サービスの主な購入者 

商業・サービス業事業者の観光関連商品・サー

ビスの主な購入者として最も多いのは｢市外か

ら市内への観光客｣(32.4％)、以下、｢市内から

市内への観光客｣(29.4％)、｢海外から市内への

観光客｣｢市内から市外への団体･企業｣(ともに

11.8％)、｢市内から市外への観光客｣(8.8％)の

順である(図表 9)。一方、｢把握していない｣と

いう回答も 17.6％あった。また、“海外から市

内へ”の観光客は、個人が 11.8％、団体・企業

が 2.9％であった。 

 

 

 

(２) 人材確保・育成等への取り組み 

① 人手不足の状況 

人材(人手)について、｢不足｣(9.2％)、｢やや不

足｣(28.8％)の合計は 4 割弱で、“過剰(3.7％)”

を大きく上回る(図表 10)。 

業種別では、建設業で｢不足｣(17.5％)、｢やや不

足｣(41.3％)ともに多く、“不足”の合計は 6割弱

と多い。サービス業・その他でも｢不足｣(17.4％)

は建設業とほぼ同水準である。飲食サービスでも

“不足”は 5割弱(47.6％)であり、人手不足感の

強さがうかがえる。また、観光業では｢不足｣が 1

割、｢やや不足｣(45.6％)との合計で“不足”が

56.1％と半数を超える。 

従業員規模別(図表省略)では、全般に規模が大

きくなるほど人手不足感が強く、30 人以上の事

業者では“不足”は 65.2％である。 

 

② 求める人材層   

求める人材として最も多いのは｢一定の職務経

験を積んだ若手｣(48.9％)で、これに｢即戦力とな

るような中堅層｣(47.7％)、｢パート・アルバイト

などの単純労働層｣(40.8％)、｢新卒者｣(36.8％)

の順で続く(図表 11)。 

業種別(図表省略)では、｢一定の職務経験を積

んだ若手｣については建設業(72.3％)、サービス

業・その他(62.1％)、｢即戦力となるような中堅

層｣は建設業(55.3％)、製造業(61.5％)、観光業

(56.3％)、｢パート・アルバイトなどの単純労働

層｣は卸売業(50.0％)、小売業(54.2％)、飲食サ

ービス業(80.0％)、観光業(53.1％)、｢新卒者｣は

建設業(42.6％)、製造業(53.8％)、サービス業・

その他(41.4％)でそれぞれ多く、業種によって求

める人材層が異なることがうかがえる。 

 

29.4 

8.8 

32.4 

11.8 

0.0 

5.9 

11.8 

5.9 

2.9 

0.0 

2.9 

17.6 

20.6 

0 10 20 30 40

市内から市内への観光客

市内から市外への観光客

市外から市内への観光客

海外から市内への観光客

市内から海外への観光客

市内から市内への団体・企業

市内から市外への団体・企業

市外から市内への団体・企業

海外から市内への団体・企業

市内から海外への団体・企業

その他

把握していない

無回答

(%)

(ｎ=38)

図表 9 観光関連商品・サービスの主な購入者 

【商業・サービス業調査】（複数回答） 

9.2

17.5

3.8

3.5

8.7

11.9

0.0

17.4

10.5

28.8

41.3

29.5

28.1

26.1

35.7

15.9

24.6

45.6

52.8

35.0

56.4

64.9

52.2

40.5

71.4

50.7

40.4

3.3

1.3

5.1

1.8

7.2

4.8

0.0

2.9

1.8

0.4

1.3

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

5.5

3.8

5.1

1.8

5.8

4.8

12.7

4.3

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=345)

建設業(n=52)

製造業(n=66)

卸売業(n=37)

小売業(n=55)

飲食サービス業
(n=32)

不動産業(n=50)

サービス業・その他
(n=53)

観光業（再掲）
(n=52)

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 無回答

図表 10 人手不足の状況 

図表 11 不足している、または求める人材 

（複数回答） 

48.9 

47.7 

40.8 

36.8 

25.3 

6.3 

3.4 

0.0 

0 10 20 30 40 50

一定の職務経験を積んだ若手

即戦力となるような中堅層

パート・アルバイトなど単純労働層

新卒者

特殊な資格や専門性を備えた専門職

管理職経験者

その他

無回答

(%)

(n=174)

(注)観光業： 
｢過去 1 年間の売上に占める観光関連の売上の
割合｣を尋ねた質問で“０％超”と回答した事業
者(０％と回答、または無回答の事業者を除く)。 
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③ 新卒者に求める学歴 

｢新卒者｣をあげた事業者の求める学歴は｢高卒

(工業科、商業科、農業科等)｣が 54.7％と最も多

い。以下、｢大卒(理系)｣(45.3％)、｢高卒(普通科)｣

(39.1％)、｢高専卒｣｢専門学校卒(理系)｣(ともに

32.8％)、｢大卒(文系)｣(31.3％)の順で続く(図表

12）。上位にあげられた学歴の特徴としては、理

系、技術系分野が目立つ。 

 

④ 新卒者採用支援策への要望 

新卒者の採用に向けて市に求める支援策とし

て最も多いのは｢市内事業者の合同企業説明会｣

(28.1％)でほぼ 3 割弱。これに次いで｢市内企業

と学生のマッチング交流会開催｣が 23.4％であ

る。以下、｢民間就職情報サイト活用支援｣

(21.9％)、｢学生向け企業ＰＲ情報を市のホーム

ページに掲載｣(18.8％)、｢民間人材紹介会社の仲

介｣｢求人票作成、企業紹介シート等の作成支援｣

(ともに 17.2％)の順で続く(図表 13)。 

｢合同企業説明会｣｢マッチング交流会｣｢企業Ｐ

Ｒ情報を市のＨＰに掲載｣などの上位項目からは、

市内の企業に関する情報を新卒者に効果的に伝

える事を市に支援してほしいというニーズがう

かがえる。しかし一方で、｢特になし｣という事業

者も 26.6％みられる。 

 

⑤ 求める人材の職種・部門 

事業者が求める人材の職種・部門として最も

多いのは｢営業・販売｣で約 3割(29.0％)と 2 位

以下を大きく上回っている。これに次ぐのは

｢製造｣で 14.6％である。以下、｢経理・財務｣

(5.9％)、｢研究開発｣(5.5％)、｢ＩＴ・情報シス

テム｣(5.0％)の順で続く(図表 14)。 

業種別(図表省略)では、｢営業・販売｣は小売業

(43.5％)、観光業(43.9％)で、｢人事・労務｣は

建設業(12.5％)で、｢研究開発｣及び｢製造｣は製

造業(25.6％、52.6％)で、それぞれ不足感が強

いことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 新卒者に求める学歴（複数回答） 

図表 13 新卒者採用支援策への要望（複数回答） 

図表 14 求める人材の職種・部門（複数回答） 

54.7 

45.3 

39.1 

32.8 

32.8 

31.3 

29.7 

17.2 

15.6 

14.1 

10.9 

15.6 

3.1 

0 20 40 60

高卒（工業科、商業科、農業科等）

大卒（理系）

高卒（普通科）

高専卒

専門学校卒（理系）

大卒（文系）

短大卒（理系）

短大卒（文系）

大学院卒（理系）

専門学校卒（文系）

大学院卒（文系）

その他

無回答

(%)

(n=64)

29.0 

14.6 

5.9 

5.5 

5.0 

3.5 

3.3 

3.1 

1.5 

1.5 

14.0 

32.8 

9.2 

0 10 20 30 40

営業・販売

製造

経理・財務

研究開発

ＩＴ・情報システム

企画・調査

人事・労務

法務・知財

総務

広報・広告

その他

特に不足してはいない

無回答

(%)

(n=458)

28.1 

23.4 

21.9 

18.8 

17.2 

17.2 

15.6 

14.1 

10.9 

10.9 

9.4 

4.7 

1.6 

3.1 

26.6 

4.7 

0 10 20 30

市内事業者の合同企業説明会

市内企業と学生のマッチング交流会開催

民間就職情報サイト活用支援

学生向け企業PR情報を市のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載

民間人材紹介会社の仲介

求人票作成、企業紹介シート等の作成支援

新入社員の資格取得支援

インターンシップ希望学生の仲介

インターンシップ実施支援

市内企業PR情報をまとめた学生向け冊子の作成

大学等のｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ・就職支援室への仲介

経営者・採用担当者向け人材確保ｾﾐﾅｰの開催

職場環境改善のコンサルティング

その他

特になし

無回答

(%)

(n=64)
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⑥ 人材獲得・採用の状況 

最も多いのは｢人材獲得の必要はない、人材は

足りている｣(37.3％)であり、4割弱の事業者で

は現在のところ人材は足りているという認識

である(図表 15)。これと無回答(6.8％)を合計

したものを 100％から引くと、半数を超える事

業者(55.9％)で人材獲得・採用意向があるとい

える。この中で｢十分獲得できている｣のはわず

か 5.0％にとどまり、｢十分ではないが獲得でき

ている｣(17.9％)との合計は 22.9％である。一

方、さまざまな理由で“獲得できていない”と

する事業者の合計は 33.0％であり、“獲得でき

ている”を 10 ポイントあまり上回っている。 

業種別(図表省略)の“獲得できていない”の値

は、建設業が 50.1％と最も多く、観光業

(45.6％)、飲食サービス業(42.9％)、製造業

(38.4％)などでも全体平均(33.0％)を上回っ

ている。 

 

⑦ 人材獲得・採用の目的・理由 

人材獲得・採用の目的・理由としては、｢退職

者の補充のため｣(52.7％)が半数強を占め最も

多い。以下、｢仕事量の増加に伴い増員が必要な

ため｣(35.9％)、｢従業員の年齢・性別バランス

調整のため｣(23.4％)、｢後継者の確保のため｣

(23.0％)、｢経営効率化、生産性向上のため｣

(16.0％)の順で続く(図表 16)。 

業種別(図表省略)では、｢退職者の補充のた

め｣は卸売業(69.0％)、小売業(75.0％)、飲食サ

ービス業(64.0％)で、｢仕事量の増加に伴い増

員が必要なため｣は建設業(56.9％)、サービス

業・その他(47.6％)で、｢従業員の年齢・性別バ

ランス調整のため｣は製造業(38.0％)、飲食サ

ービス業(32.0％)で、｢後継者の確保のため｣は

製造業(36.0％)、飲食サービス業(40.0％)、不

動産業(31.3％)などで多い。 

 

⑧ 人材獲得・採用のための手段 

人材獲得・採用のための手段として、これまで

に実施したことのあるものは｢ハローワーク｣

(47.4％)が 5 割弱で最も多い。以下、｢友人・知

人・親族等の紹介｣(39.3％)、｢就職情報誌、新

聞・雑誌等の求人広告｣(26.0％)、｢就職ポータ

ルサイト(リクナビ、マイナビ等)｣ (21.0％)、

｢自社ホームページでの告知｣(16.8％)の順で

続く(図表 17)。 

 

 

図表 15 人材獲得・採用の状況 

図表 16 人材獲得・採用の目的・理由 

（複数回答） 

図表 17 人材獲得・採用のための手段 

（複数回答） 

5.0 

17.9 

11.4 

10.3 

1.3 

10.0 

37.3 

6.8 

0 10 20 30 40

十分獲得できている

十分ではないが獲得できている

獲得できていない

（募集したが、応募がなかった）

獲得できていない

（募集に応募はあったが、よい人材がいなかった）

獲得できていない（よい人材の応募はあったが、

条件等で採用に至らなかった）

獲得できていない

（獲得する時間、賃金等の余裕がない）

人材獲得の必要はない、人材は足りている

無回答

(%)

(n=458)

52.7 

35.9 

23.4 

23.0 

16.0 

6.3 

6.3 

5.9 

3.1 

3.1 

5.5 

0 20 40 60

退職者の補充のため

仕事量の増加に伴い増員が必要なため

従業員の年齢・性別バランス調整のため

後継者の確保のため

経営効率化、生産性向上のため

新商品・新サービス開発のため

新規事業立ち上げのため

新販路開拓のため

ＩＴ・情報化対応のため

その他

無回答

(%)

(n=256)

47.4 

39.3 

26.0 

21.0 

16.8 

14.6 

7.2 

7.2 

5.7 

5.0 

1.5 

0.4 

2.4 

22.1 

0 10 20 30 40 50

ハローワーク

友人・知人・親族等の紹介

就職情報誌、新聞・雑誌等の求人広告

就職ポータルサイト（リクナビ、マイナビ等）

自社ホームページでの告知

人材紹介会社の仲介

教育機関からの紹介(就職担当等)

自社説明会の開催、合同企業説明会への参加

インターンシップの実施

取引先・金融機関からの紹介

中小企業支援機関（商工会等）の仲介

ジョブカフェ

その他

無回答

(%)

(n=458)
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⑨ 人材獲得・採用のために重視していること 

｢求人方法・内容の多様化｣(33.8％)が 3 社に

1 社を占め最も多い。以下、｢賃金の引き上げ｣

(22.7％)、｢福利厚生制度の充実｣(18.3％)、｢研

修制度などキャリアアップの仕組みの充実｣

(12.9％)、｢時短勤務やフレックスなどワーク

ライフバランスの推進｣(10.7％)の順である

(図表 18)。一方、無回答が 34.3％を占めてお

り、人材獲得に向けて対応に苦慮する事業者も

少なくないことがうかがえる。また、｢行政機関、

中小企業支援機関との連携｣は 3.5％にとどま

っている。 

業種別(図表省略)では、｢求人方法・内容の多

様化｣は飲食サービス業(40.5％)、サービス業・

その他(42.0％)、観光業(43.9％)で、｢賃金の引

き上げ｣は飲食サービス業(38.1％)、観光業

(31.6％)で、｢福利厚生制度の充実｣は建設業

(26.3％)、観光業(33.3％)などで多い。 

 

 

 

(３) 市の政策に対する認知、関心の状況 

① 市の政策に対する認知・関心の状況 

市の産業支援制度に対する認知及び関心につ

いては、建設業・製造業と商業・サービス業で

異なる設問形式で尋ねた。 

 

【建設業・製造業調査】 

建設業・製造業事業者に最もよく知られてい

るのは｢中小企業融資制度｣(40.5％)である。以

下、｢ラーク所沢｣(20.9％)、｢設備投資融資利子

補助金｣(17.7％)、｢障害者雇用推進企業支援補

助金｣｢中小企業退職金等掛金補助金｣(ともに

15.8％)、｢地域資源活用・ものづくり総合支援

補助金｣(13.9％)の順で続く(図表 19)。 

関心のある(利用を検討してみたい)制度につ

いても、｢中小企業融資制度｣(26.6％)が最も多

い。また、｢製造業連携等基礎データ整備事業

『ものづくりマッチングプロジェクト』｣は、

“知っている”事業者が 5.7％であるのに対し、

“関心がある”は 13.9％と 2倍以上の値となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

図表 18 人材獲得・採用のために重視していること 

（複数回答） 

40.5 

20.9 

17.7 

15.8 

15.8 

13.9 

12.0 

8.2 

7.6 

6.3 

6.3 

5.7 

0.6 

39.2 

26.6 

5.1 

10.8 

7.0 

15.8 

7.6 

9.5 

10.1 

3.8 

7.0 

1.9 

13.9 

2.5 

47.5 

0 10 20 30 40 50

中小企業融資制度

ラーク所沢

設備投資融資利子補給金

障害者雇用推進企業支援補助金

中小企業退職金等掛金補助金

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセン

ター

企業立地支援奨励金

所沢ブランド特産品創出支援事業

企業立地支援奨励金（土地所有者向け）

農商工連携推進事業

製造業連携等基礎データ整備事業「ものづ

くりマッチングプロジェクト」

都市型産業等賃借料補助金

無回答

(%)

(n=118)

知っている

関心がある

図表 19 市の政策に対する認知、関心の状況 

【建設業・製造業調査】（複数回答） 

33.8 

22.7 

18.3 

12.9 

10.7 

9.6 

5.5 

3.9 

3.5 

2.6 

34.3 

0 10 20 30 40

求人方法・内容の多様化

賃金の引き上げ

福利厚生制度の充実

研修制度などｷｬﾘｱｱｯﾌﾟの仕組みの充実

時短勤務やﾌﾚｯｸｽなどﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの推進

自社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの採用情報の充実

教育機関の就職担当者との連携

社内禁煙等職場環境の改善

行政機関、中小企業支援機関との連携

その他

無回答

(%)

(n=458)
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【商業・サービス業調査】 

商業・サービス業事業者に対しては、＜農商工連携推進事業＞と＜所沢ブランド特産品創出支援事業

＞の 2つについて尋ねた(図表 20)。 

＜農商工連携推進事業＞に対し｢知っており関心がある｣は 5.3％にとどまるものの、｢初めて聞いて

関心を持った｣が 13.7％おり、両者の合計は約 2割(19.0％)となる。 

＜所沢ブランド特産品創出支援事業＞についても、｢知っている｣(6.0％)、｢初めて聞いて関心を持っ

た｣(11.7％)の合計は 17.7％で前者とほぼ同様の水準である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市の産業支援策への要望 

所沢市の産業支援策に対する要望として最も

多いのは｢補助金・融資等の制度の拡充｣でほぼ

4 社に 1 社(24.0％)である。以下、｢人材の確

保・育成に関する支援｣(19.4％)、｢用途地域の

見直しなど土地利用調整｣(16.8％)、｢空き店舗、

空家等の活用支援｣(13.1％)、｢設備投資に関す

る支援｣(12.7％)、｢交通基盤や物流基盤の整

備｣(11.6％)の順で続く(図表 21)。 

業種別(図表省略)では、｢補助金・融資等の制

度の拡充｣｢設備投資に関する支援｣は製造業で、

｢人材の確保・育成に関する支援｣は建設業及び

飲食サービス業で、｢用途地域の見直しなど土

地利用調整｣と｢空き店舗、空家等の活用支援｣

は不動産業でそれぞれ多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜農商工連携推進事業＞ 

図表 20 市の政策に対する認知、関心の状況【商業・サービス業調査】 

＜所沢ブランド特産品創出支援事業＞ 

図表 21 所沢市に充実して欲しいと考える 

産業振興のための支援策（複数回答） 

24.0 

19.4 

16.8 

13.1 

12.7 

11.6 

9.8 

7.9 

7.6 

6.8 

5.9 

5.0 

4.4 

3.9 

3.7 

3.5 

2.2 

2.2 

1.5 

1.3 

0.9 

26.9 

7.6 

0 10 20 30

補助金・融資等の制度の拡充

人材の確保・育成に関する支援

用途地域の見直しなど土地利用調整

空き店舗、空家等の活用支援

設備投資に関する支援

交通基盤や物流基盤の整備

商店街活性化に関する支援

販路開拓に関する支援

法律や税務などの専門的相談

所沢ﾌﾞﾗﾝﾄﾞなどｵﾘｼﾞﾅﾙ商品開発への支援

異業種間の交流や連携の機会の整備

経営に関する相談

展示会や販売会等の製品・サービスのＰＲの場の整備

ＩＴ活用に関する支援

新規創業、起業への支援

同業種企業との交流や連携の機会の整備

研究開発に関する支援

大学や研究機関へのつなぎ役・仲介

海外進出に関する支援

知的財産権の取得・活用への支援

その他

特になし

(%)

(n=458)

5.3 26.7 13.7 46.3 8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=300)知っており関心がある

知っているがあまり関心はない（自社事業と関係がない）

初めて聞いて関心を持った

初めて聞いたがあまり関心はない

無回答

6.0 26.7 11.7 45.0 10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=300)知っており関心がある

知っているがあまり関心はない（自社事業と関係がない）

初めて聞いて関心を持った

初めて聞いたがあまり関心はない

無回答
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【農家・農業経営体調査】 

 

(１) 営農活動と経営上の課題 

① 耕作農地の現況と今後 

耕作農地は｢50～99ａ以下｣と｢100～149ａ以下｣がそれぞれ 22.2％で最も多く、選択肢の中央値を与

えて平均を算出すると、回答農家の平均は 151.3ａとなる。なお、｢耕作していない｣も 4.6％みられる

(図表 22)。 

今後については、「面積・品目ともに現状維持」

(34.3％)がおよそ 3 分の１を占めて最も多く、

｢面積は現状維持し、品目を充実・変更｣

(14.8％) と合わせ、農地の現状維持が半数近

くに及ぶ。また、「耕地面積を拡大したい」は

4.6％と僅かで、反対に、｢耕地面積を縮小した

い｣も 17.6％と 2割近くとなる(図表 23)。 

また、耕作していない農地を有効活用する市

の『農地サポート事業』を｢知っている(利用し

たことがある)｣は 7.4％で、｢知っているが、利

用の予定はない｣(26.9％)と合計した 34.3％が

認知している。他方で、｢全く知らない･今回初

めて聞いた｣(30.6％)人もほぼ 3 割と同程度み

られる(図表 24)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 農業後継者の有無と担い手不足対策 

｢農業後継者がいる｣のは 37.0％、一方、24.1％は｢後継者はいない｣としており、さらに、｢まだ決ま

っていない･わからない｣が 29.6％でほぼ 3割を占める(図表 25)。 

また、担い手不足に対する支援策では、｢定年

後シニア世代向けの就農支援｣の 23.1％が最も

多く、｢パート･アルバイト、人材派遣の活用｣と

｢ＪＡとの連携｣がそれぞれ 20.4％、｢若年後継

者向けの婚活支援｣が 19.4％の順に続く(図表

26)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 耕作農地の現況 

14.8 

22.2 

22.2 

11.1 

13.0 

1.9 

4.6 

4.6 

5.6 

0 10 20 30

10～49ａ以下

50～99ａ以下

100～149ａ以下

150～199ａ以下

200～299ａ以下

300～499ａ以下

500ａ以上

耕作していない

無回答

(%)

(n=108)

図表 24 農地サポート事業の認知 

図表 25 農業後継者の有無 

図表 23 耕作農地の今後 

図表 26 担い手不足に適当な支援策(複数回答) 
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19.4 

15.7 
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10.2 

9.3 

5.6 

4.6 

4.6 

33.3 
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定年後シニア世代向けの就農支援

パート･アルバイト、人材派遣の活用

ＪＡとの連携

若年後継者向けの婚活支援

農業後継者組織への研修支援

新規就農者への資金支援

新規就農者への農地斡旋・仲介

会社等との兼業者への両立支援

外国人労働者の雇用・受入制度

障害者の農業参画支援

その他

無回答

(%)

(ｎ=108)

7.4 26.9 24.1 30.6 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)知っている（利用したことがある） 知っているが、利用の予定はない

事業名を聞いたことがある程度 全く知らない･今回初めて聞いた

無回答

4.6 14.8 34.3 17.6 2.8 16.7 9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)
耕地面積を拡大したい 面積は現状維持し、品目を充実･変更

面積、品目ともに現状維持 耕地面積を縮小したい

農業を辞める・辞める予定 わからない

無回答

37.0 29.6

1.9

0.9

24.1 6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)後継者はいる まだ決まっていない・わからない

当代限りのつもりで必要ない その他

後継者はいない 無回答
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③ 現在の経営上の課題 

回答農家の現在の経営上の課題は、｢農作物の

出荷(販売)価格の低下｣と｢資材や燃料等生産

コストの上昇｣がそれぞれ 38.9％でトップに並

び、僅差で｢相続税や固定資産税の負担｣が

38.0％と続く。また、｢農業設備・機材等の老朽

化｣と｢病害虫や鳥獣害などの被害｣も各 30.6％

とほぼ 3割が課題としている(図表 27)。 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 観光振興と農業経営 

① 観光関連売上の割合と今後 

過去 1 年間の観光客や観光関連事業者への売

上金額の割合は｢0％(なし)｣が 66.7％と全体の

3 分の 2 を占めて最も多い。また、無回答

(17.6％)と合計した 84.3％を全体から引いた

15.7％は観光関連の売上があるが、このおよそ

半分にあたる 7.4％が売上は｢10％以上｣として

いる(図表 28)。 

今後については、｢現状、観光関連の売上はな

い｣(63.9％)が 6 割強を占めて最も多い中で、

｢現在より増やしたい｣は 5.6％、｢現状維持程度

で構わない｣が 13.0％である(図表 29)。 

 
(注)観光関連の売上金額： 

｢観光客向けの売上｣と｢観光関連事業者への
売上｣の合計。｢観光客｣とは観光・行楽を目的
とした宿泊・日帰りの旅行者・行楽客、｢観光
関連事業者｣とは観光客を意識した商品やサー
ビスの販売・提供を行っている事業者。 

 

② 観光客を意識した取り組み･サービス 

観光客を意識した取り組みやサービスについ

て尋ねたところ、｢特に行っていない｣(62.0％)

が 6 割余りを占めている。 

具体的な取り組み･サービスとしては、｢直売

所等農産物販売施設の開設｣が 13.0％で最も多

く、次いで、｢体験農園や観光農園等の整備｣と

｢ホームページ･ＳＮＳ等を活用した情報発信｣

がともに 5.6％で並び、さらに｢農産物の加工･

調理品販売｣｢市内観光施設(事業者)との連携｣

が同率 3.7％の順である(図表 30)  

 

38.9 

38.9 

38.0 

30.6 

30.6 

27.8 

24.1 

16.7 

13.0 

10.2 

8.3 

7.4 

7.4 

5.6 

4.6 

4.6 

2.8 

5.6 

4.6 

0 10 20 30 40

農作物の出荷(販売)価格の低下

資材や燃料等生産コストの上昇

相続税や固定資産税の負担

農業設備・機材等の老朽化

病害虫や鳥獣害などの被害

後継者がいない･育っていない

生産量の減少

農地の宅地化など周辺環境の変化

従業員の確保･育成（人手不足）

遊休農地・耕作放棄地の取扱い

販売先の確保や拡充

資金調達や資金繰り

消費者ニーズの把握・変化への対応

周辺住民との関係の悪化

競争の激化

ＩＴ・情報化への対応

その他

特に課題はない

無回答

(%)

(ｎ=108)

図表 27 現在の経営上の課題(複数回答) 

図表 28 観光関連売上の割合 

図表 29 観光関連売上の今後 

図表 30 観光客を意識した取り組み･サービス 

(複数回答) 
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1.9 

62.0 

16.7 

0 20 40 60 80

直売所等農産物販売施設の開設

体験農園や観光農園等の整備
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農産物の加工･調理品販売

市内観光施設(事業者)との連携

食事施設・飲食スペースの開設

植付･収穫体験などのできる市民農園事業

近隣農業者(地域)と連携した誘客活動

代理店等観光サービス向けの情報発信

その他

特に行っていない

無回答

(%)

(n=108)
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3.7

2.8

1.9

7.4

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)０％（なし） １％未満（０ではない） １～５％未満

５～１０％未満 １０％以上 無回答

5.6 13.0 63.9 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)現在より増やしたい 現状維持程度で構わない

現在より減らしたい 現状、観光関連の売上はない

無回答
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③ 観光客の増加と経営･営農活動への影響 

観光客の増加が経営や営農活動にプラス･マ

イナスのどちらに影響するかでは、“プラス

(｢かなりプラス｣｢ややプラス｣の合計)”は

13.9％と、“マイナス(｢かなりマイナス｣｢やや

マイナス｣の合計)”の 4.7％を 9.2 ポイント上

回る。ただし、｢わからない｣が 43.5％で最も多

く、｢どちらともいえない｣も 18.5％で、“プラ

ス”を上回っている(図表 31)。 

また、観光客増加による影響や効果に対しては、

無回答(28.7％)が 3 割弱で最も多く、｢観光客に

よる影響はないと思う｣(16.7％)との合計は

45.4％となる。 

具体的な影響や効果をみると、プラス要素の

｢所沢ブランドのＰＲにつながる｣が 21.3％で最

も多く、2番目は、マイナス要素の｢騒音やごみな

どマナーを守らない｣(20.4％)の順である。また、

｢出荷先(直売所等)の集客が増える｣(18.5％)と

｢売上の上昇が見込まれる｣｢販路の拡大につなが

る｣(各 17.6％)のプラス要素と｢交通渋滞や路上

駐車などが迷惑｣(17.6％)のマイナス要素が続く

(図表 32)。 

 

 

(３) 市の農業振興の認知と施策の利用意向 

① 6 次産業化への関心 

6 次産業化を｢既に取り組んでいる｣のは 2.8％

と僅かで、｢今後取り組む予定｣も 0.9％に過ぎな

い。また、｢取り組んでいないが関心はある｣

(11.1％)は 1 割余りである。これに対して、｢関

心はない｣(44.4％)が 4 割を超えて最も多く、｢関

心はあるが、取り組むことは難しい｣(21.3％)も

2 割余りと多い。今のところ、6 次産業化の実施

や取り組むことへの関心はまだ低いようである

(図表 33)。 

また、6 次産業化の取り組みで重要な項目に対

しても、｢わからない｣(34.3％)が全体の3分の1、

｢無回答｣(24.1％)も 4 分の 1 弱と両者で 58.4％

と 6割弱を占めている。 

重要とされる項目の上位は、｢事業に必要な人

材の確保｣(14.8％)と｢マーケティングに基づい

た商品開発｣(13.9％)、｢販路拡大のための営業活

動｣(12.0％)までがトップ 3 で、さらに僅差で、

｢クレーム対応･情報開示等の顧客対応｣(11.1％)、

｢達成可能な事業計画の策定｣｢原材料･製品の品

質の高さ｣｢商品の差別化･ブランド化｣(各

10.2％)の 3 項目まで 1割を上回る(図表 34)。 

 

図表 31 観光客増加のプラス･マイナス評価 

図表 32 観光客増加の影響(複数回答) 

〔 プラス要素 マイナス要素〕 

図表 33 6 次産業化の実施や取り組みへの関心 

図表 34 6 次産業化の取り組みで重要な項目 

(複数回答) 
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クレーム対応･情報開示等の顧客対応

達成可能な事業計画の策定

原材料･製品の品質の高さ

商品の差別化･ブランド化

地域との良好な関係

事業開始･継続のための円滑な資金調達

効果的な広報活動

新商品･イベント等新しい企画の展開

ジャンルにこだわらない幅広い情報収集

その他

わからない

無回答

(%)

(n=108)

21.3 

20.4 

18.5 

17.6 

17.6 

17.6 

14.8 

14.8 

14.8 

12.0 

11.1 

5.6 

1.9 

16.7 

28.7 
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所沢ブランドのＰＲにつながる

騒音やごみなどマナーを守らない

出荷先(直売所等)の集客が増える

売上の上昇が見込まれる

販路の拡大につながる

交通渋滞や路上駐車などが迷惑

市内経済の活性化を期待できる

所沢市内の賑わいにつながる

農業環境が荒らされるかもしれない

治安の悪化が懸念される

観光客との交流ができる

貴重な自然景観の保存が心配

その他

観光客による影響はないと思う

無回答

(%)

(n=108)

5.6 8.3 18.5 

1.9 

2.8 

43.5 19.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)かなりプラス ややプラス どちらともいえない

ややマイナス かなりマイナス わからない

無回答

2.8 

0.9 

11.1 21.3 44.4 19.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)
既に取り組んでいる 今後取り組む予定

取り組んでいないが関心はある 過去に取り組んだが成果は出なかった

関心はあるが、取り組むことは難しい 関心はない

無回答
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② 農商工連携 

市内の商工業者との連携した取り組みでは、現在は｢特になし｣が 52.8％と半数を占める。無回答

(31.5％)も 3 割強と多く、合計は 84.3％を占める。現在ある取り組みとしては、｢農産物・加工品等の

店舗販売｣(9.3％)と｢体験農園・観光農園(収穫中心)｣(4.6％)の 2 つが回答の中心となっている。 

他方で、関心のある取り組みをみると、同様に｢特になし｣(33.3％)と無回答(44.4％)で合計 77.7％

と 8 割近い。その一方で、｢農産物・加工品等の店舗販売｣と｢飲食店(農家レストラン等)｣がそれぞれ

7.4％、｢体験農園・観光農園(収穫中心)｣が 6.5％で上位である(図表 35)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、商工業者と連携する上で市に期待する支援

策は、｢補助や助成制度の充実｣の 17.6％と｢相談で

きるアドバイザーの設置｣の 16.7％が僅差の上位

で、以下、｢行政や支援機関による相談窓口の設置｣

(10.2％)の順である。なお、｢特になし｣(34.3％)が

およそ 3人に 1人を占め、全体では最も多い(図表

36)。 

市の事業である農産物などの地域資源を活用し、

農業者と中小企業者が連携して取り組む新商品開

発・販売促進等へ支援する『農商工連携推進事業』

の認知を尋ねたところ、｢知っており関心がある｣

は 3.7％にとどまる。｢知っているがあまり関心は

ない｣の 12.0％と合計すると、15.7％は既に同事業

のことを知っていたようである。その一方で、｢初

めて聞いて関心を持った｣は 13.0％、｢初めて聞い

たがあまり関心はない｣は 52.8％と、合計 65.8％

はこれまで同事業を認知していなかったようであ

る(図表 37)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 35 商工業事業者との連携(複数回答)－現在の取り組み(左)と関心ある取り組み(右) 

図表 36 商工業者との連携における支援策 

(複数回答) 

図表 37 ｢農商工連携推進事業｣の認知 
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市民農園事業(植付から収穫まで)

飲食店（農家レストラン等）

宿泊事業（農家民宿・ファームイン等）

農産物・加工品等の輸出

その他

特になし

無回答

(%)

(n=108)

7.4 
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6.5 

5.6 

7.4 

0.9 

3.7 

0.0 

33.3 

44.4 
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17.6 
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10.2 
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8.3 

7.4 

34.3 

32.4 
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補助や助成制度の充実

相談できるアドバイザーの設置

行政や支援機関による相談窓口の設置

交流会や商談会など情報交換の場の設置

市内成功事例など情報発信･ＰＲの充実

専門家等によるセミナー･勉強会の開催

特になし

無回答

(%)

(n=108)

3.7 12.0 13.0 52.8 18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)知っており関心がある 知っているがあまり関心はない

初めて聞いて関心を持った 初めて聞いたがあまり関心はない

無回答
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③ 認定農業者制度と法人化 

認定農業者については、既に認定を｢受けている｣

(22.2％)、｢認定を受けていたが、更新していない｣

(7.4％)を合計した 29.6％、約 3割が認定の実績が

ある。さらに｢受けていないが、今後受ける予定｣

(0.9％)と｢受けていないが、関心はある｣(5.6％)

は認定農業者の潜在ニーズを持っている。他方で、

｢受けていなく、今後も受ける予定はない｣

(27.8％)、｢制度を知らない･関心がない｣(19.4％)

を合計すると 47.2％に達し、半数近くを占める(図

表 38)。 

認定農業者制度に対しては、回答者の 2 割が「認定農業者への支援の充実が必要｣(20.4％)と考えて

いる。以下、｢制度内容を知らない｣(14.8％)、｢認定にメリットを感じない｣(12.0％)の順となってい

る。なお、｢わからない｣(31.5％)がおよそ 3割を占めて、全体では最も多い(図表 39)。 

また法人化に対しては、｢法人化を目指したいとは思わない｣が 36.1％で最も多い。一方、興味はあ

るが、｢あまりメリットを感じない｣(12.0％)、｢設立までの手続きが面倒｣(5.6％)、｢設立要件が厳し

い｣(3.7％)の順に続いている。なお、｢既に法人として事業(活動)をしている｣と｢法人化を目指してい

る｣はそれぞれ 0.9％と僅かで、｢わからない｣(30.6％)がおよそ 3割を占めている(図表 40)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 特産品開発と地産地消 

地域資源を活かした魅力ある地場農産物・特産品

の創出を支援する市の｢所沢ブランド特産品創出

支援事業｣の認知を尋ねたところ、｢初めて聞いた

があまり関心はない｣が 48.1％で半数近い。｢知っ

ており関心がある｣は 4.6％にとどまり、｢知ってい

るがあまり関心はない｣は 20.4％となって両者に

は大きな差がある。なお、｢初めて聞いて関心を持

った｣は 9.3％である(図表 41)。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 38 認定農業者の認定状況 

20.4 

14.8 

12.0 

11.1 

10.2 

2.8 

1.9 

31.5 

13.9 

0 10 20 30 40

認定農業者への支援の充実が必要

制度内容を知らない

認定にメリットを感じない

手続が複雑で簡素化が必要

制度普及に向けた広報･啓発が必要

認定要件が厳しい

その他

わからない

無回答

(%)

(n=108)

図表 39 認定農業者制度に対する考え(複数回答) 図表 40 法人化に対する考え(複数回答) 

36.1 

12.0 

5.6 

3.7 

0.9 

0.9 

0.9 

30.6 

14.8 

0 10 20 30 40

法人化を目指したいとは思わない

興味はあるが、あまりメリットを感じない

興味はあるが、設立までの手続きが面倒

興味はあるが、設立要件が厳しい

既に法人として事業(活動)をしている

法人化を目指している

その他

わからない

無回答

(%)

(n=108)

図表 41 ｢所沢ブランド特産品創出支援事業｣の認知 

22.2 7.4 

0.9 

5.6 27.8 19.4 0.9 15.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)受けている 認定を受けたが、更新していない

受けていないが、今後受ける予定 受けていないが、関心はある

受けていなく、今後も受ける予定はない 制度を知らない･関心がない

その他 無回答

4.6 20.4 9.3 48.1 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)
知っており関心がある 知っているがあまり関心はない

初めて聞いて関心を持った 初めて聞いたがあまり関心はない

無回答



- 19 - 

市の地産地消等の取り組みに対する認知状況の上位は、｢農業祭･新茶まつり等農産物ＰＲイベント｣

(51.9％)、｢｢とことこ市｣での直売｣(43.5％)、｢学校給食への食材提供｣(35.2％)の順である(図表 42)。 

市内で新たに出荷や販売を検討したい店舗や施設では、｢特に検討はしていない｣が 54.6％と半数を

超える。具体的な店舗･施設としての上位では、｢農産物直売所｣｢学校給食向け｣｢病院･介護施設向け｣

がいずれも 8.3％で並び、｢軒先直売施設の開設｣(5.6％)が続いている(図表 43)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 市に期待する農業振興施策 

今後取り組んで欲しい農業振興施策の上位は、

｢ほ場や農道、用排水など農業基盤整備の充実｣と

｢担い手や後継者の確保に係る支援｣がともに

25.9％で最も多く、次いで｢地元農産物を市民へ紹

介･販売するなど地域販路の拡大整備｣(22.2％)ま

でが 2 割を上回る。基盤整備とともに、事業承継

や販路の維持拡大など農家の抱える課題が垣間見

える。 

これに、｢地元ＪＡとの連携｣が 19.4％、｢環境に

配慮した農業の推進｣と｢農業の必要性・重要性に

対する市民の理解の醸成｣がともに 18.5％で続い

ている(図表 44)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 43 市内の新たな出荷･販売先の希望

(複数回答) 

8.3 

8.3 

8.3 

5.6 

4.6 

4.6 

4.6 

4.6 

1.9 

0.9 

0.0 

54.6 

23.1 

0 20 40 60

市内の農産物直売所

市内の学校給食向け

市内の病院･介護施設向け

軒先直売施設の開設

市内小売店・スーパーの地場産コーナー

市内の食品製造業者

市内の外食産業（飲食店等）

市内の観光施設

｢とことこ市｣などイベントでの直売

市内の宿泊施設

その他

特に検討はしていない

無回答

(%)

(n=108)

51.9 

43.5 

35.2 

22.2 

16.7 

11.1 

11.1 

8.3 

5.6 

4.6 

0.0 

12.0 

16.7 

0 20 40 60

農業祭･新茶まつり等農産物ＰＲイベント

｢とことこ市｣での直売

学校給食への食材提供

直売所ガイドマップの作成･配付

植付から収穫までの親子収穫体験

生産者と消費者の交流を図るイベント

婚姻届提出者への農産物引換券配布

親子料理会

地産地消レシピの作成･発行

｢ちょいバル｣などの地消地産イベント

その他

全く知らない･今回初めて知った

無回答

(%)

(n=108)

図表 42 地産地消等の取り組みの認知 

(複数回答) 

25.9 

25.9 

22.2 

19.4 

18.5 

18.5 

15.7 

14.8 

14.8 

12.0 

12.0 

11.1 

10.2 

9.3 

6.5 

5.6 

4.6 

3.7 

2.8 

24.1 

0 10 20 30

ほ場や農道、用排水など

農業基盤整備の充実

担い手や後継者の確保に係る支援

地元農産物を市民へ紹介･販売するなど

地域販路の拡大整備

地元ＪＡとの連携

環境に配慮した農業の推進

農業の必要性・重要性に対する

市民の理解の醸成

農業経営資金などの公的融資や

公的保障の充実

緑や水など自然環境の維持

所沢ブランドなどオリジナルな

特産品開発への支援

耕作条件の良好な農地の集約整備

農地の安全

経営に関する相談窓口

学校などにおける農業体験の推進

市民農園など市民が農業と

触れ合える場の整備

市民との体験型農業の推進

農商工連携など異業種間の企業の

交流･連携機会の場の整備

ＩＴ活用に関する支援

海外進出に関する支援

その他

無回答

(%)

(n=108)

図表 44 期待する農業振興施策(複数回答) 
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(４) 市の産業振興に対する関心 

① ｢所沢市産業振興ビジョン｣の認知状況 

｢所沢市産業振興ビジョン｣について、6割強は｢全く知らない･今回初めて知った｣(63.0％)と回答して

いる。内容を｢詳しく知っている｣人は一人も存在せず、｢詳しくは知らないが、印刷物、ホームページな

どを目にしたことはある｣は 7.4％、｢内容は知らないが、ビジョンが策定されたことは知っている｣は

12.0％であった(図表 45)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ｢COOL JAPAN FOREST 構想｣の認知状況 

｢COOL JAPAN FOREST 構想｣について、｢よく知っている｣が 8.3％であった。｢内容はよく知らないが、

聞いたことはある｣(26.9％)と合計すると 35.2％で、｢全く知らない・今回初めて知った｣の 51.9％を下

回っている(図表 46)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 45 ｢所沢市産業振興ビジョン｣の認知について 

図表 46 ｢COOL JAPAN FOREST 構想｣の認知状況 

0.0

7.4
12.0 63.0 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)内容について詳しく知っている
詳しくは知らないが、印刷物、ホームページなどを目にしたことはある
内容は知らないが、ビジョンが策定されたことは知っている
全く知らない･今回初めて知った
無回答

8.3 26.9 51.9 13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=108)よく知っている

内容はよく知らないが、聞いたことはある

全く知らない、今回初めて知った

無回答
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